様式第1
東日本大震災に係る確認申請書
年　　月　　日
経済産業大臣名　殿
郵 便 番 号
会社所在地
会社名
電話番号
代表者の氏名　　　　　　　　　　印
　東日本大震災に対処するための中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則の特例を定める省令第2条第1項の確認（同項第1号に係るものに限る。）（同項第2号に係るものに限る。）（同項第3号に係るものに限る。）を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
1　震災特例中小企業者について
	震災特例中小企業者の種別
	□ 特定贈与認定中小企業者（東日本大震災発生前の贈与に係る認定を受けた中小企業者）
□ 特定相続認定中小企業者（平成20年10月1日から施行日以後6月を経過する日までの相続に係る認定を受けた中小企業者）
□ 贈与認定前中小企業者（東日本大震災発生前の贈与に係る認定を受けようとする中小企業者）
□ 相続認定前中小企業者（平成23年3月11日前の相続に係る認定を受けようとする中小企業者）
□ 相続認定前中小企業者（平成23年3月11日から施行日以後6月を経過する日までの相続に係る認定を受けようとする中小企業者）

	法第12条第1項の認定の年月日及び番号
	年　　月　　日（　　　　　　　　　号）

	贈与の日　　　　又は
相続の開始の日
	年　　月　　日

	贈与税申告期限　又は
相続税申告期限
	年　　月　　日


2　省令第2条第1項第1号関係
	東日本大震災により被害を受けた資産（施行規則第1条第12項第2号の特定資産を除く。）の明細表

	種別
	資産名
	帳簿価額
	所在地

	イ　東日本大震災により滅失（通常の修繕によっては原状回復が困難な損壊を含む。）をした資産
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	(1)小計　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
	

	ロ　警戒区域設定指示等の対象区域内に所在していた資産
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	(2)小計　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
	

	イ及びロの資産の帳簿価額の合計額
	(3)＝(1)＋(2)
円

	資産の帳簿価額の総額
	(4)
円

	資産の帳簿価額の総額に対するイ及びロの資産の帳簿価額の合計額の割合
	(5)=(3)／(4)

％


3　省令第2条第1項第2号関係
	被災事業所
	イ　常時使用する従業員が本来の業務に従事できなかった事業所
	事業所名
	

	
	
	事業所所在地
	

	
	
	主たる事業内容
	

	
	
	被災状況
	□　事業所が滅失又はその全部若しくは一部が損壊した。
□　事業所が滅失又はその全部若しくは一部が損壊していない。

	
	
	常時使用する従業員が本来の業務に従事できなかった期間
	平成23年3月11日　～　　　年　　月　　日

	
	ロ　警戒区域設定指示等の対象区域内に所在していた事業所
	事業所名
	

	
	
	事業所所在地
	

	
	
	主たる事業内容
	

	常時使用する従業員の数
	平成23年3月10日における震災特例中小企業者の常時使用する従業員の数
	平成23年3月10日におけるイの事業所の常時使用する従業員の数
	警戒区域設定指示日の前日におけるロの事業所の常時使用する従業員の数

	
	(1)＝(a)+(b)+(c)-(d)
　　
人
	(2)＝(e)+(f)+(g)-(h)

人
	(3)＝(i)+(j)+(k)-(l)　　
人

	
	厚生年金保険の被保険者の数
	(a)
人
	(e)
人
	(i)
人

	
	70歳以上75歳未満である健康保険の被保険者の数（*1）
	(b)
人
	(f)
人
	(j)
人

	
	70歳以上であって(*1)に該当しない常時使用する従業員の数
	(c)

人
	(g)
人
	(k)
人

	
	役員（使用人兼務役員を除く。）の数
	(d)
人
	(h)
人
	(l)
人

	
	震災特例中小企業者の常時使用する従業員の数に対する被災事業所の常時使用する従業員の数の割合
	(4)=（(2)＋(3)）/(1)

％


4　省令第2条第1項第3号関係
	震災特例中小企業者の本店所在地が、東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律第34条第1項に規定する指定地域への該当の有無。
	□　本店所在地が指定地域内に所在する。
（本店所在地：　　　　　　　　　　　　　　　）
□　本店所在地が指定地域内に所在していない。

	震災特例中小企業者の事業用建物の被害状況
	□　事業用建物が滅失又は損壊した。
□　事業用建物が滅失又は損壊していない。

	イ　平成22年3月11日から同年9月10日までにおける震災特例中小企業者の売上金額の合計
	(1)
円

	ロ　平成23年3月11日から同年9月10日までにおける震災特例中小企業者の売上金額の合計
	(2)
円

	イの売上金額に対するロの売上金額の割合
	(3)=(2)/(1)
％


（備考）
　1　用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。
　2　記名押印については、署名をする場合、押印を省略することができる。
　3　省令第2条第2項各号に掲げる書類（同項の規定により提出すべきこととなるものに限る。）を添付する。
（記載要領）
1　単位が「%」の欄は小数点第1位までの値を記載する。
2　「震災特例中小企業者の種別」については、該当するいずれかの「□」にチェックする。
3　「法第12条第1項の認定の年月日及び番号」については、贈与認定前中小企業者又は相続認定前中小企業者は空欄とする。
4　「2　省令第2条第1項第1号関係」、「3　省令第2条第1項第2号関係」及び「4　省令第2条第1項第3号関係」については、震災特例中小企業者が複数の事由に該当する場合は、省令第2条第1項各号の区分に応じた省令第3条第1項各号に掲げる経済産業大臣の認定の特例の内容を踏まえ、震災特例中小企業者が受けようとする、いずれか1つを記載する。
5　「2　省令第2条第1項第1号関係」の「東日本大震災により被害を受けた資産」については、イ又はロに掲げる資産が6以上ある場合は同様の欄を追加して記載する。 
6　「2　省令第2条第1項第1号関係」の「帳簿価額」の欄は、イの資産の帳簿価額については「滅失（通常の修繕によっては原状回復が困難な損壊を含む。）する直前における帳簿価額」を、ロの資産の帳簿価額については「警戒区域設定指示等が行われた日における帳簿価額」を、「資産の帳簿価額の総額」については平成23年3月10日における帳簿価額を記載する。ただし、直前の事業年度末日から平成23年3月10日又は警戒区域設定指示等が行われた日までの間に当該資産について著しく増減がないため、帳簿価額の計算に影響が少ないと認められるときは、平成23年3月11日又は警戒区域設定指示等が行われた日が属する事業年度の直前の事業年度末日における貸借対照表に計上されている帳簿価額を記載しても差し支えない。
7　「3　省令第2条第1項第2号関係」の「被災事業所」については、イ又はロの事業所が複数ある場合には、同様の欄を追加して記載する。
様式第2
東日本大震災に係る確認書
番　　　　　号
年　　月　　日
会社所在地
会社名
代表者の氏名　　　　　　　　　　殿
経済産業大臣名　　印
　　　年　　月　　日付けの別添の確認の申請について、東日本大震災に対処するための中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則の特例を定める省令第2条第1項の確認（同項第1号に係るものに限る。）（同項第2号に係るものに限る。）（同項第3号に係るものに限る。）をします。
（備考）
　1　用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。
　2　申請書の写しを添付する。
　3　省令第2条第1項の確認（同項第3号に係るものに限る。）を受けた申請者は、引き続き特例の適用を受けようとする場合には、贈与税（相続税）の申告期限から5年間、省令第3条第1項第3号（第5項の規定により読み替えられた第1項第3号）に規定する売上事業年度の翌事業年度中にある贈与報告基準日（相続報告基準日）の翌日から3月を経過する日までに、同号に規定する売上割合及び雇用割合を、様式第5による報告書に添付書類を付して、経済産業大臣に報告する必要がある。（雇用割合については、当該5年間のうち最後に訪れる特定基準日から1年を経過する日における雇用割合についても、当該1年を経過する日の翌日から3月を経過する日までに報告しなければならない。）
様式第3
東日本大震災に係る確認をしない旨の通知書
番　　　　　号
年　　月　　日
会社所在地
会社名
代表者の氏名　　　　　　　　　　殿
経済産業大臣名　　印
　　　年　　月　　日付けの東日本大震災に対処するための中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則の特例を定める省令第2条第1項の確認の申請については、下記の理由により確認をしません。
記
　確認をしない理由
（備考）
　　用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。
様式第4
東日本大震災に係る確認取消通知書
番　　　　　号
年　　月　　日
会社所在地
会社名
代表者の氏名　　　　　　　　　　殿
経済産業大臣名　　印
　　　年　　月　　日付けの東日本大震災に対処するための中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則の特例を定める省令第2条第1項の確認については、下記の理由により、確認を取り消します。
記
　確認を取り消す理由
（備考）
  　用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。
（記載要領）
　省令第2条第4項のうち、確認の取消しの理由となっているものを具体的に記載する。
様式第5
売上割合及び雇用割合に係る報告書
年　　月　　日
経済産業大臣名　　殿
郵 便 番 号
会社所在地
会社名
電 話 番 号
代表者の氏名　　　　　　　　　　　印
　東日本大震災に対処するための中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律施行規則の特例を定める省令第3条第2項（第5項の規定により読み替えられた第2項）の規定により、下記の事項を報告します。
記
1　特定贈与認定中小企業者（特定相続認定中小企業者）について
	認定年月日及び番号
	　　年　　月　　日（　　　　　　　　号）

	特定基準日
	　　年　　月　　日

	事業年度の期間
	月　　日　から　　月　　日まで


2　売上割合
	イ　震災直前事業年度における売上金額
	(1)
　　　　　　　　　　　　　円

	ロ　売上事業年度における売上金額
	(2)
　　　　　　　　　　　　円

	売上割合（イの売上金額に対するロの売上金額の割合）
	(3)＝(2)／(1)

％

	前回報告時における売上割合
	(4)　　　　　　　　　 　　％

	過去に報告した売上割合が百分の百以上となった事実の有無
	□有　　　　　□無


3　雇用割合

	贈与の時（相続の開始の時）における常時使用する従業員の数
	(1)　　　　　　　　人

	雇用基準日における常時使用する従業員の数
	(2)＝(a)+(b)+(c)-(d)

人

	
	厚生年金保険の被保険者の数
	(a)　　　　　　　　人

	
	70歳以上75歳未満である健康保険の被保険者の数(*1)
	(b)　　　　　　　　人

	
	70歳以上であって(*1)に該当しない常時使用する従業員の数
	(c)　　　　　　　　人

	
	役員（使用人兼務役員を除く。）の数
	(d)　　　　　　　　人

	雇用割合
	(3)＝(2)／(1)

％

	前回報告時における売上割合（2(4)）に応じた今回の雇用基準日に確保すべき雇用割合
	％以上

	今回報告時における売上割合（2(3)）に応じた次回の雇用基準日に確保すべき雇用割合
	％以上


（備考）
　1　用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。
　2　記名押印については、署名をする場合、押印を省略することができる。
　3　省令第3条第2項各号に掲げる書類（同項の規定により提出すべきこととなるものに限る。）を添付する。
4　本報告は、贈与税（相続税）の申告期限から5年間、売上事業年度の翌事業年度中にある贈与報告基準日（相続報告基準日）（＝特定基準日）の翌日から3月を経過する日までに報告する必要がある。ただし、「3　雇用割合」については、当該5年間のうち最後に訪れる特定基準日から1年を経過する日における雇用割合についても、当該1年を経過する日の翌日から3月を経過する日までに報告しなければならない。
　
（記載要領）
1　単位が「％」の欄は小数点第1位までの値を記載する。
2　「1　特定贈与認定中小企業者（特定相続認定中小企業者）について」の「事業年度の期間」については、1年間に2期以上の事業年度を持つ場合には、同様の欄を追加して記載する。
3　「2　売上割合」の「前回報告時における売上割合」については、該当するものが無い場合は空欄とする。
4　「2　売上割合」の「震災直前事業年度」とは、平成23年3月11日の属する事業年度の直前の事業年度をいう。
5　「2　売上割合」の「売上事業年度」とは、贈与税（相続税）の申告期限の翌日から5年を経過する日までに終了する各事業年度のうち、贈与報告基準日（相続報告基準日）が属する事業年度の直前の事業年度（1年間に2期以上の事業年度を持つ場合は、当該贈与報告基準日（当該相続報告基準日）の属する年の前年の贈与報告基準日（相続報告基準日）の翌日の属する事業年度から当該贈与報告基準日（当該相続報告基準日）の翌日の属する事業年度の直前の事業年度までの各事業年度）であって、平成23年3月11日の属する事業年度以前の事業年度を除いた事業年度をいう。
6　「2　売上割合」の「売上事業年度における売上金額」については、1年間に2期以上の事業年度を持つ場合であり、売上事業年度に該当する事業年度が複数存在する場合は、震災直前事業年度の期間に相当する事業年度の期間の売上金額を記載する。
7  「3　雇用割合」の「雇用基準日」とは、売上事業年度の翌事業年度中にある贈与報告基準日（相続報告基準日）（＝特定基準日）の翌日から1年を経過する日のことをいう。「雇用基準日における常時使用する従業員の数」については、本報告に係る「1　特定贈与認定中小企業者（特定相続認定中小企業者）について」の「特定基準日」における常時使用する従業員の数を記載する。
8　「3　雇用割合」については、最初の雇用基準日が到来していない場合は空欄とする。
9　「3　雇用割合」の「贈与の時（相続の開始の時）における常時使用する従業員の数」については、法第12条第1項の認定書（施行規則第6条第1項第7号又は第8号の事由に係るものに限る。）に添付された認定申請書に記載されている数を記載する。
10　「3　雇用割合」の「前回報告時における売上割合（2(4)）に応じた今回の雇用基準日に確保すべき雇用割合」については、以下の前回報告時の売上割合の区分に応じて記載する。
　　前回報告時の売上割合が100％以上　　　　　　確保すべき雇用割合は「80％以上」
　　前回報告時の売上割合が70％以上100％未満　 確保すべき雇用割合は「40％以上」
　　前回報告時の売上割合が70％未満　 　　　　　確保すべき雇用割合は「0％以上」
11　「3　雇用割合」の「今回報告時における売上割合（2(3)）に応じた次回の雇用基準日に確保すべき雇用割合」については、以下の今回報告時の売上割合の区分に応じて記載する。
　　今回報告時の売上割合が100％以上　　　　　　確保すべき雇用割合は「80％以上」
　　今回報告時の売上割合が70％以上100％未満　 確保すべき雇用割合は「40％以上」
　　今回報告時の売上割合が70％未満　　　　　　 確保すべき雇用割合は「0％以上」
12　「3　雇用割合」の「前回報告時における売上割合（2(4)）に応じた今回の雇用基準日に確保すべき雇用割合」については、最初の報告時においては空欄とする。
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